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運輸部門における地球温暖化対策について

平成１９年２月

国土交通省

資料１

• 2001年度以降、運輸部門からの排出量は減少傾向を示している。
• 貨物自動車は１９９６年度をピークにして減少、自家用乗用車は２００１年度をピークに減少
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○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展
車両総重量24～25tの車両の保有台数
8万台(2002年度)→11万台（2004年度）
トラック全体に占める営業用トラック
の輸送量割合
77.2%（1997年度）→86.1%（2004年度）

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果
低公害車登録台数は約968万台。
自家用乗用車登録台数
約3500万台（1990年度末）
→ 約5600万台（2004年度末）
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自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t削減

自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t削減

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t削減

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t削減

物流の効率化

８４０万t削減

物流の効率化

８４０万t削減

・クリーンエネルギー自動車の普及促進

・エコドライブの普及促進等

・バイオ燃料の導入

・渋滞の緩和、解消による自動車走行速度の

向上を通じ、ＣＯ２排出を削減

・通勤新線、地下鉄、LRT等の鉄道新線の整備
・IT技術等を活かした既存鉄道・バスの利用促進
・公共交通利用推進のための交通需要マネジメント

グリーン物流パートナーシップ会議等を通じ、効率化を推進

・鉄道、海運へのモーダルシフト

・自動車輸送の効率化（トラックの自営転換、大型化、積載率の向上）

交通流対策
５１０万t削減

交通流対策
５１０万t削減

・幹線道路ネットワークの整備、ボトル

ネック対策

渋滞対策等

環境と経済の両立を目指し、自主的取り組み、インセンティブ付与、規制措置、新技術の開発・導入等により推進。

道路整備道路整備

従来から進めてきてい
る施策であり、2010年
のCO2排出量算定の
前提

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減
※ 2002年度からの目標値

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減
※ 2002年度からの目標値

運輸部門における地球温暖化対策

自動車交通対策

環境負荷の小さい
交通体系の構築

※ 枠内は、具体的な対策の例示

トップランナー基準による削減量

２，１００万ｔ削減
※ 1998年度からの目標値

２

自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化（対策例）

約１３０万tの削減

約８０万tの削減
○ 大型トラック（車両総重量8トン
以上又は最大積載量5トン以上）
に対し、90km/h以上で走行でき
ないようにする装置を義務付け。
＜CO2排出削減効果＞

31.5～66.6万トンCO2
※17年度、速度抑制装置による高速
道路における排出削減効果（推計）

○ 自動車運送事業者等へのエコドライブ管理システム（EMS）の普及による
エコドライブの推進

EMS用機器の導入
費用の一部を補助

１－１ エコドライブの普及促進等 １－２ 大型トラックの最高速度抑制

３

１－５ 輸送用燃料におけるバイオマス由来燃料

約３００万tの削減 約１３０万tの削減
○ 自動車グリーン税制
（2001年度から実施、1017万台(05年度までの累計)対象）

・電気自動車（燃料電池自動車を含む。）、CNG自動車などの
低公害車や低排出ガス認定及び低燃費車(LPG自動車やハイ
ブリッド車を含む。）に対し、自動車税(税率を概ね50%軽課等)、
自動車取得税(税率2.7％軽減等)を軽減。

○次世代低公害車開発・実用化促進事業（2002年度から）
・ディーゼルに代替する「次世代低公害車」の開発・実用化を促
進することを目的として、車両を試作し、公道走行試験を実施
する等により技術基準の整備等を行う。

＜バイオマス・ニッポン総合戦略
（平成18年3月31日閣議決定）＞

バイオマス輸送用燃料の利用の促進
・国が導入スケジュールを示し、利用に必要な環境
を整備
① 利用設備導入に係る支援
② 利用状況等を踏まえ、海外諸国の動向も参考と
しつつ、多様な手法の検討

○ これを受け、生産体制、供給体制、安全・環境
性能の検証について政府全体で検討中。

１－４ クリーンエネルギー自動車の普及促進
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交通円滑化対策交通円滑化対策

走行速度の向上により、燃料消費量が大幅に削減

※都市部（DID地区）平均走行速度約20km/h
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※例えば、都市部において走行速度が20kmから
60kmに向上した場合、燃料消費量が 約約44割削減割削減

我が国におけるCO2排出量に占める運輸部門の割合は約２割であり、その約９割が自動車交通からの
排出。このため、交通の流れを円滑化し走行速度の向上による燃費を改善することで、自動車からの
CO2排出量の削減を図るため、環状道路等幹線道路ネットワーク等を推進するとともに、高度道路交通
システムの（ITS）の推進等の交通流対策を推進。なお、環状道路等の道路整備については従来から進
めてきている施策として扱われており、京都議定書目標達成計画上2010年のCO2排出量算定の前提
（ＢＡＵ）とされている。

ＥＴＣＥＴＣによるCO2削減効果

◎ETCの活用により、料金所での一旦停止がなくなるとともに、
料金所付近の渋滞解消にも寄与する。
→２０１０年において２０万→２０１０年において２０万tt--COCO22の削減見込みの削減見込み

○高度道路交通システム（ITS）の推進
ETCの利用促進、VICSの普及促進 等

○自動車交通需要の調整
自転車利用環境の整備 等

○路上工事の縮減
共同溝の整備、集中工事・共同施工の実施等

４

約260万ｔ-CO2の削減見込み約30万ｔ-CO2の削減見込み 約50万ｔ-CO2の削減見込み

【京都議定書目標達成計画における交通流対策】

物流の効率化（対策例）

３－１ 海運グリーン化総合対策 ３－３ トラック輸送の効率化 ３－２ 鉄道貨物へのモーダルシフト

約１４０万tの削減 約８０万tの削減約５１０万tの削減
○ スーパーエコシップ等新技術の
開発・普及促進施策

スーパーエコシップ就航第一号船「みやじま丸」
＜スーパーエコシップの省エネ設備の例＞
低抵抗船型、積載量増加を可能とする電気推進
システム

○ 規制の見直しによる海運活性化

○ 新規船舶・設備の導入支援

○ インフラ整備、新型高性能
列車導入等の輸送力増強支援

○ 環境にやさしい鉄道貨物輸送
の認知度向上推進（エコレール
マークの普及・推進等）

これらの制度により、物流の効率化を総合的に促進

小口荷物積合せによるコンテナ
共同輸送方式の採用

荷主別ラックの活用とトラック
大型化により多数荷主の幹線
輸送を共同化

○ 車両の大型化、トレーラー化
○ 車両総重量：２４ｔ～２５ｔ
８万台（２００２年度）

→１１万台（２００４年度）

○ 営自率の向上
77.2%→86.1%
○ 積載効率の向上

グリーン物流パートナーシップ会議 省エネルギー法流通業務総合効率化法

５
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公共交通機関の利用促進（対策例）

○ ２００３年度～２００５年度
までに開業した都市鉄道新線

約１８０万tの削減

約８５万tの削減

○ ＩＴ技術の活用
・ICカード乗車券は、平成１８年
４月現在、２５鉄道事業者、３０バ
ス事業者で導入済み。

（例） Webサイトを活用したTFPと「あいかんサミット」
による愛知環状鉄道利用促進のための
ECO通勤推進調査事業

通勤者への普及･啓発

共同通勤バスの運行実験

Web利用のTFP（Travel Feedback Program)システムを活用した
TDM（交通需要マネジメント）実験

４－２ 鉄道等新線の整備
４－２４－２ 既存鉄道・バスの利用促進既存鉄道・バスの利用促進

４－２４－２ 通勤交通マネジメント他通勤交通マネジメント他

６

○ＮＥＤＯによる民生部門等地球温暖化対策
モデル評価事業
平成１８年度は、現在までに１８件の事業実施を決定

○ ＬＲＴ整備の促進

◇富山ライトレール(全長約8ｋm)
(平成18年４月29日開業)

◇他に、全国では、宇都宮市、
堺市等においてLRT整備が
構想されている。

＜開業キロ＞
１３路線
約１４４キロ開業

つくばエクスプレス
(平成17年8月24日開業)

○鉄道とバスとの乗り継ぎ利便性向上

広島電鉄宮島線と、新興団地などを結ぶ広電バス、
および廿日市市内を循環する市営さくらバスとの乗り
継ぎ利便向上。

富山駅

ＪＲ北陸本線

○ 公共交通機関の利便性向上

・ バスロケーションシステムの導入

全国で４，６８３系統において導入済み。

（２００５年３月時点）

・ ノンステップバスの導入
全国で６，９７４台導入済み。（２００５年３月時点）

※新規に軌道を敷設した区間

＜富山ライトレール路線図＞

地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

◇環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係省庁、関係部局の連携により集中的に支援

◇モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者、ＮＰＯ等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

バスの活性化

ＬＲＴの整備・
鉄道の活性化
等

道路整備等

環 境 の 改 善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクトの
推進

交差点改良等

違法駐車対策の
推進

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入
ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

オムニバスタウン

ＰＴＰＳ

地域の合意に基
づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ
の導入

路上工事の縮減

バス専用・優先
レーン

低公害車の導入

低公害車等の
導入

CNGバスの導入促
進

関連の基盤整
備等

歩道、自転車道、
駐輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイ
カー通勤の自粛
等

パークアンドラ
イド

低公害車両の優
遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発活
動

広報活動の実施

普及啓発

シンポジウム、
イベントの実施
等

交通結節点整備
ボトルネック踏切
の解消

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業

７
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◆荷主企業の積極的な参加による取組の裾野の拡大
◆荷主･物流事業者の協働によるCO2排出削減計画の策定
◆関係省庁の連携による積極的な支援

CO2排出量算定ＷＧ

●多様な取組に応じた算定手法
の策定と標準化

事業調整・評価ＷＧ

●プロジェクトの醸成・評価

荷主企業・流通事業者
および各業界団体

物流事業者
および事業者団体

監査法人等 シンクタンク 研究機関 研究者
国の地方局 地方自治体 その他

JILS 日本物流団体連合会 経済産業省 国土交通省 日本経済団体連合会

グリーン物流パートナーシップ会議

トラック輸送効率化 国際複合一貫輸送

荷主別ラックの活用とトラック大型
化により多数荷主の幹線輸送を
共同化

フラットラックコンテナを活用し
JRの12ft汎用コンテナによる国
際一貫輸送を実施

３PL事業による物流最適化

広報企画ＷＧ

●優良事例の選出とＰＲ
●普及拡大に向けた広報

物流拠点整備により保管・輸配送
を総合的に効率化し、
物流システムを最適化

複数荷主によるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

複数荷主の参加により大規模に
モーダルシフトを実施

グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組の促進

８

一定規模以上の輸送能力を有する

輸送事業者
（６１４社 （平成１８年８月末現在））

一定規模以上の輸送能力を有する

輸送事業者
（６１４社 （平成１８年８月末現在））

※ 省エネの取組が著しく遅れている場合、勧告、公表、命令、罰則

省エネ法に基づく輸送部門の省エネ措置について

平成１９年６月末まで

国土交通大臣国土交通大臣

平成１９年９月末まで

経済産業大臣等経済産業大臣等

一定規模以上の貨物輸送を発注する

荷主
（概ね２，０００社と想定）

一定規模以上の貨物輸送を発注する

荷主
（概ね２，０００社と想定）

貨物輸送量
３，０００万トンキロ以上

企業に公共交通機関の利用推進等の努力義務

省エネ計画の
作成・提出

省エネ計画の
作成・提出

○エネルギーの使用量
○エネルギーの使用に係る
原単位

○過去５年度間の原単位
の変化状況 等

毎年の報告毎年の報告

○省エネ対策
・低燃費車等の導入
・エコドライブの推進
・貨物積載効率の向上

・空輸送の縮減 等

省エネ計画の
作成・提出

省エネ計画の
作成・提出

○エネルギーの使用量
○エネルギーの使用に係る
原単位
○過去５年度間の原単位
の変化状況 等

毎年の報告毎年の報告

○省エネ対策
・モーダルシフト
・自営転換

・共同発注等への取組 等

省エネ目標
中長期的にみて原単位を年平均１％以上低減

・鉄道 ………………………… 車両数３００両以上 （２７社）
・ﾄﾗｯｸ（営業用、自家用） … 台数２００台以上 （３９５社）
・バス ………………………… 台数２００台以上 （９５社）
・タクシー …………………… 台数３５０台以上 （４３社）
・船舶 ………………………… 総船腹量２万総ﾄﾝ以上 （５１社）
・航空機 ……………………… 最大離陸重量９千ﾄﾝ以上（ ３社）

９



6

１ ふんわりアクセル『ｅスタート』
２ 加減速の少ない運転
３ 早めのアクセルオフ
４ エアコンの使用を控えめに
５ アイドリングストップ
６ 暖機運転は適切に
７ 道路交通情報の活用
８ タイヤの空気圧をこまめにチェック
９ 不要な荷物は積まずに走行
10駐車場所に注意

◎エコドライブ10のすすめ
○燃費改善効果
１５％程度燃費が改善
（例） 燃費が10ｋｍ／Ｌの車の場合, 11.5ｋｍ／Ｌに

１４０円／Ｌのガソリンが１２２円／Ｌに
（リッター当たり18円お得）

※ 左記10項目のうち１～３による効果の試算

○エコドライブ推進月間（11月）
～地球と財布にやさしいエコドライブを
始めよう～

（平成18年10月31日エコドライブ普及連絡会：警察庁、経済産業省、国土交通省、環境省）

エコドライブの普及・推進

行楽シーズンであり自
動車に乗る機会が多く
なる11月を推進月間と
位置づけ、関係省庁及
び関係機関においてポ
スターの掲示、チラシ
の配布、講習会等積極
的な広報を行う

１０

運輸部門における対策の
削減効果
合計 約2,450万ｔ

運輸部門からの二酸化炭素排出量実績と対策の削減効果運輸部門からの二酸化炭素排出量実績と対策の削減効果

217

275

270

250

2002 20101990 2000
京都議定書
による基準年

西暦（年）

ＣＯ2排出量（百万t）

運輸部門の
排出量実績

（目標）

19991998 2001

255

自然体ケース
トップランナー基準による削減
効果(約2,100万t)を織り込んで

約2億7,450万t

京都議定書目標達成計画
における運輸部門の排出
量の目標値

2億5,000万t

2003 2004

268

2005

260

265

257(速報値)
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